
第98回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

連結計算書類の連結注記表
計算書類の個別注記表

（2020年４月１日から2021年３月31日まで）

連結計算書類の「連結注記表」および計算書類の「個別注記表」
につきましては、法令および当社定款第15条の規定に基づき、
インターネット上の当社ウェブサイト
（https://www.keihanshin.co.jp/ir/stockinfo/gm/）
に掲載することにより、株主の皆様に提供しております。

　



― 1 ―

連 結 注 記 表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
（1）連結の範囲に関する事項

連結子会社は京阪神建築サービス株式会社の１社であり、非連結子会社はありません。
（2）会計方針に関する事項
　 ① 重要な資産の評価基準及び評価方法
　 有価証券

　満期保有目的の債券………償却原価法
　そ の 他 有 価 証 券
　時価のあるもの………決算期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ
り算定)

　時価のないもの………移動平均法による原価法
　　 ② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

有 形 固 定 資 産………定額法
無 形 固 定 資 産………定額法

　
　 ③ 重要な引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金………一般債権については貸倒実績率法により、貸倒懸念債権及び破産更生債
権は財務内容評価法によっております。
当連結会計年度においては該当がないため計上しておりません。

賞 与 引 当 金………従業員の賞与支給に充てるため、前連結会計年度の支給実績を勘案して
当連結会計年度の負担すべき支給見込額を計上しております。

　
　 ④ 重要な収益及び費用の計上基準
　 完成工事高及び完成工事原価の計上基準

………当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工
事については、工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、
その他の工事については、工事完成基準を適用しております。

　
　 ⑤ その他連結計算書類の作成のための重要な事項

　 退職給付に係る会計処理の方法
………当社グループは退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給

付に係る期末自己都合要支給額等を退職給付債務とする方法を用いた簡
便法を適用しております。

消費税等の会計処理………税抜き方式によっており、控除対象外消費税等は当連結会計年度の費用
として処理しております。
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２．表示方法の変更に関する注記
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当連結会計年度
の年度末に係る連結計算書類から適用し、連結計算書類に重要な会計上の見積りに関する注記を記載しており
ます。

３．会計上の見積りに関する注記
固定資産の減損
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額 ―千円
（2）その他の情報

　当社グループは、固定資産の減損に係る回収可能性の評価にあたり、個別賃貸物件ごとに最小の単
位で資産のグルーピングを行い、減損の兆候が生じた場合に、当該不動産について減損の認識・測定
を行い、減損を認識する必要がある資産について、固定資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、
当該減少額を減損損失として計上しております。
　固定資産の回収可能価額については、将来キャッシュ・フローの総額、割引率、正味売却価額等の
前提条件に基づき算定しているため、不動産賃貸市況の変化等が生じた場合、将来キャッシュ・フロ
ーの総額の前提条件が変動することにより、固定資産の減損を実施し当社グループの業績を悪化させ
る可能性があります。

４．連結貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額 41,462,828千円
（2）土地の再評価

土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行
い、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控
除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。
（再評価の方法）
土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31日公布政令第119号）第2条第3号に定める固定資産
税評価額に合理的な調整を行って算定する方法により算出
（再評価を行った年月日）
2002年３月31日
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５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）当連結会計年度末の発行済株式の種類及び株式数

普通株式 52,184,498株
（2）当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項
　 ① 配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2020年６月16日
定時株主総会 普通株式 805,476 15.50 2020年３月31日 2020年６月17日
2020年10月23日
取締役会 普通株式 701,717 13.50 2020年９月30日 2020年12月４日

計 1,507,194
　 ② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　2021年６月18日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案し
ております。
（イ）配当金の総額 904,810千円
（ロ）１株当たり配当額 17.50円
（ハ）基準日 2021年３月31日
（ニ）効力発生日 2021年６月21日
なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

（3）当連結会計年度末の新株予約権(権利行使期間の初日が到来していないものを除く)の目的となる株式の種
類及び数
普通株式 177,100株

　
６．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については安全性の高い流動的な金融資産等に限定し、また資金調達について
は、金融機関からの借入及び社債発行によることとしております。
　営業債権である受取手形及び売掛金は顧客の信用リスクに晒されておりますが、取引先ごとに期日管理を
行っております。また、当社グループの主な事業である不動産賃貸事業は、事業の性格上、大半の取引先か
ら翌月分の賃料を前月末日までに前受けしており、また敷金及び保証金を差入れいただくことにより、リス
ク低減を図っております。
　投資有価証券は主として上場株式であり、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、業務上の関係を
有する企業の株式であり、定期的に株式の保有効果を取締役会において検証しております。
　営業債務である買掛金は１年以内の支払期日としております。
社債は主として設備投資に係る資金調達であり、償還期間は10年、15年と20年であります。借入金につ
きましては、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金（借入期間は７年から15年）は
主に設備投資に係る資金調達であります。
長期借入金は原則として固定金利により調達をしております。
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（2）金融商品の時価等に関する事項
2021年３月31日（当連結会計年度の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差
額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表
には含めておりません。

連結貸借対照表
計上額(千円) 時価(千円) 差額(千円)

(1)現金及び預金 21,550,649 21,550,649 －
(2)受取手形及び売掛金 331,797 331,797 －
(3)投資有価証券
その他有価証券 11,567,547 11,567,547 －

資産計 33,449,995 33,449,995 －
(4)買掛金 3,533 3,533 －
(5)短期借入金 2,500,000 2,500,000 －
(6)社債 45,000,000 44,652,931 △347,068
(7)長期借入金
（１年内返済予定含む） 19,145,150 19,197,390 52,240

負債計 66,648,683 66,353,855 △294,827

（注）1. 金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項
(1)現金及び預金、並びに(2)受取手形及び売掛金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ
っております。

(3)投資有価証券
これらの時価について、株式は金融商品取引所の価格によっております。

(4)買掛金及び(5)短期借入金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ
っております。

(6)社債及び(7)長期借入金
これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規発行または新規借入を行った場合に想
定される利率で割り引いて算定する方法によっております。

2. 非上場株式（連結貸借対照表計上額343,091千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ･
フローを見積もることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3)投資
有価証券」には含めておりません。
また、営業債権の差入保証金・敷金（連結貸借対照表計上額2,193,646千円）、並びに営業債務
の長期預り保証金・敷金（連結貸借対照表計上額7,867,733千円）は回収期日または返済期日
の定めがないため、将来キャッシュ・フローを見積もることができず、時価を把握することが
極めて困難と認められます。
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７．賃貸等不動産に関する注記
（1）賃貸等不動産の状況に関する事項

当社グループでは、大阪府その他の地域において賃貸用の不動産を有しております。2021年３月期にお
ける当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は6,836,182千円（賃貸収益は売上高に、賃貸費用は売上原価に計
上）であります。

（2）賃貸等不動産の時価に関する事項
当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額及び時価は次のとおりであります。

連結貸借対照表計上額 時 価
96,723,269千円 170,590,000千円

　
（注）1. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

2. 連結計算書類提出会社本社に係る有形固定資産残高は、上記の表には含めておりません。
3. 本社の所有している大阪市内の土地に建物の建設をしております。それに伴い、当連結会計年
度末の有形固定資産残高に建設仮勘定等19,955,494千円を計上しておりますが、時価を把握す
ることが極めて困難であるため、上記の表には含めておりません。

4. 当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づき、社外の不動産鑑定士
が算定した金額であります。

８．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 1,361円99銭
（2）１株当たり当期純利益 158円80銭

９．その他の注記
　資産除去債務に関する注記
（1）資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの
　 ① 当該資産除去債務の概要
　 事業用定期借地契約に伴う原状回復義務であります。

　 ② 当該資産除去債務の金額の算定方法
　 契約に基づく残存年数を使用見込期間と見積もり、割引率は0.326%を使用して資産除去債務の金額を
計算しております。

　 ③ 当該資産除去債務の総額の増減
　期首残高 114,198千円
　時の経過による調整額 372千円
　期末残高 114,570千円
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（2）連結貸借対照表に計上しているもの以外の資産除去債務
　 当社グループは、一部の借地について、不動産賃貸借契約に基づく退去時の原状回復に係る債務等を有し
ておりますが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、また、現時点において将来退去する
予定もないことから、資産除去債務を合理的に見積もることができません。そのため、当該債務に見合う資
産除去債務を計上しておりません。

10．記載金額は、５．(2)１株当たり配当額及び８．１株当たり情報に関する注記を除き千円未満を切り捨てて
表示しております。
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個 別 注 記 表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法
　 有価証券

　満期保有目的の債券………償却原価法
　子 会 社 株 式………移動平均法による原価法
　そ の 他 有 価 証 券
　時価のあるもの………決算期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に
より算定)

　時価のないもの………移動平均法による原価法
（2）固定資産の減価償却の方法

有 形 固 定 資 産………定額法
無 形 固 定 資 産………定額法

　
（3）引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金………一般債権については貸倒実績率法により、貸倒懸念債権及び破産更生債
権は財務内容評価法によっております。
当事業年度においては該当がないため計上しておりません。

賞 与 引 当 金………従業員の賞与支給に充てるため、前事業年度の支給実績を勘案して当事
業年度の負担すべき支給見込額を計上しております。

退 職 給 付 引 当 金………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及
び年金資産に基づき計上しております。

（4）収益及び費用の計上基準
　 完成工事高及び完成工事原価の計上基準

………当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事に
ついては、工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、そ
の他の工事については、工事完成基準を適用しております。

　
（5）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理………税抜き方式によっており、控除対象外消費税等は当事業年度の費用とし
て処理しております。
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２．表示方法の変更に関する注記
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当事業年度の年
度末に係る計算書類から適用し、計算書類に重要な会計上の見積りに関する注記を記載しております。

３．会計上の見積りに関する注記
固定資産の減損
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額 ―千円
（2）その他の情報

　連結注記表「３．会計上の見積りに関する注記」の内容と同一であります。

４．貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額 41,462,828千円
（2）土地の再評価

土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行
い、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控
除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。
（再評価の方法）
土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３号に定める固定資
産税評価額に合理的な調整を行って算定する方法により算出
（再評価を行った年月日）
2002年３月31日

　
５．損益計算書に関する注記
　 関係会社との取引高

売 上 高 960千円
売 上 原 価 795,159千円
営業取引以外の取引高 90,200千円

　
６．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末の発行済株式の種類及び株式数
普通株式 52,184,498株

　 当事業年度末の自己株式の種類及び株式数
普通株式 481,029株
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７．税効果会計に関する注記
（1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
　減価償却費償却限度超過額 25,179千円
　減損損失（長期前払費用） 540,490千円
　減損損失（建物及び構築物他） 120,450千円
　退職給付引当金 19,513千円
　株式報酬費用 45,133千円
　長期未払金（役員退職慰労金） 22,644千円
　投資有価証券評価損 102,868千円
　ゴルフ会員権 18,725千円
　資産除去債務 35,058千円
　未払事業税 162,836千円
　未払不動産取得税 25,398千円
　税務上の繰延資産 33,001千円
　その他 15,313千円
　 繰延税金資産小計 1,166,613千円
　評価性引当額 △349,301千円
　 繰延税金資産合計 817,312千円

繰延税金負債
　固定資産圧縮積立金 △56,203千円
　固定資産（資産除去債務部分） △29,579千円
　その他有価証券評価差額金 △2,491,168千円

繰延税金負債合計 △2,576,950千円
　 繰延税金負債の純額 △1,759,638千円

再評価に係る繰延税金資産
　土地再評価差額金 2,229,851千円
　評価性引当額 △2,229,851千円
　再評価に係る繰延税金資産合計 －千円

再評価に係る繰延税金負債
　土地再評価差額金 △1,214,541千円
　再評価に係る繰延税金負債合計 △1,214,541千円
　再評価に係る繰延税金負債の純額 △1,214,541千円
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（2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳
　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ
るため、注記を省略しております。

８．関連当事者との取引に関する注記
　子会社

属性及び会社等の名称 議決権の所有
(被所有)割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

子会社
京阪神建築サービス株式会社

所有
直接100％

土地建物賃貸 賃料の受入 960 ― ―
保守管理仕入 保守管理費支払 795,159 ― ―
資金の受入 配当金の受取 80,000 ― ―
役務の提供 業務の受託 10,200 ― ―
役員の兼任

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等
1. 保守管理の仕入れに関しては、市場実勢を勘案して、価格交渉の上で決定しております。
2. 子会社は期末の剰余金の状況を勘案し、安定的かつ継続的に配当を実施する方針であります。
3. 取引金額には消費税等が含まれておりません。

　
９．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 1,355円74銭
（2）１株当たり当期純利益 158円73銭

10．その他の注記
　資産除去債務に関する注記
　 連結注記表に記載しているため、記載を省略しております。

11. 記載金額は、９．１株当たり情報に関する注記を除き千円未満を切り捨てて表示しております。

　


